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行政保有データ活用促進による
住民サービス革新

- 地域情報プラットフォーム活用に向けた取り組み -
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行政保有データの積極活用で住民サービス向上を

市町村は多彩なデータを保有している

それらは限定された目的で利用され、
必ずしも広く活用されていない

そもそもどんなデータがあるのか？
具体的に活用可能なデータとは？
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自治体の業務システムが保有する主要データは
「地域情報プラットフォーム標準仕様」として整理済み

さらに、その標準仕様に準拠した製品が90%を超える
自治体にすでに普及している

地域情報プラットフォーム標準仕様
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庁内のデータ連携

地域情報プラットフォーム標準仕様

業務
ユニット
（例：住民税）

SOAP I/F

業務
ユニット
（例：福祉）

対応製品は標準化された
I/Fをすでに実装している

I/Fの例
個人住民税情報I/F
識別番号
相当年度
異動区分
更正年月日
更正事由
課税非課税区分
非課税区分
未申告区分
市区町村民税額
総合分
分離分
合計所得額
総所得等の額

・
・
・

マルチベンダー実現のた
め、業務システム間の情
報連携を標準化

自治体内で流通する主要
情報が定義されている
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すでに実装されおり、９０％に普及している
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新たなサービスで利用できる情報がすでにある
（実装されている）

例： PHRなど健康情報系での活用情報の候補

個人住民税情報 市区町村民税額、合計所得額、扶養人数 etc.

国民健康保険情報 国保記号番号、資格区分 etc.

障害者福祉情報 各種手帳情報、身体障害者療護施設入退所情報 etc.

後期高齢者被保険者情報 被保険者番号、被保険者資格取得事由 etc.

介護保険資格-高額給付情報 被保険者番号、要介護状態区分、高額給付情報 etc.

児童手当情報 要件児童数、児童数3歳未満、児童数3歳以上小学校修了前 etc.

生活保護情報 生保受給開始年月日、生活保護救護施設入退所情報 etc.

乳幼児医療情報 受給者証番号、乳幼児医療申請事由、資格区分、認定情報 etc.

ひとり親医療情報 受給者証番号、ひとり親医療申請事由、認定情報 etc.

児童扶養手当情報 資格区分 etc.

児童生徒健康診断票情報 発達測定、視力、張力、心臓 etc.
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標準化されたデータの活用で新たなサービス創造

市町村保有データはある程度標準化されている

それらを活用して新たなサービスを創造するには
なにが必要か？

多彩なデータとの組み合わせが必要 IoT？
高度な分析に基づくサービス提供 AI?
ネットワーク社会に見合った住民との接点強化 SNS?



Page 8 Copyright 2016, The  Association for Promotion of Public Local Information and Communication

パブリッククラウド活用は不可欠

ここでは「パブリッククラウド」を自治体クラウドなど行政専用環境と対比して、
利用者を行政に限定せず民間とも共用される得る多様なクラウドサービス全
般を指す用語として用いています。

パブリッククラウドには、IoT、AI、SNSなどに対応した
サービスが既に用意されている

あらたな「サービス創造」ではすべての道具を自前で準
備するのは非合理
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パブリッククラウド活用例
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パブリッククラウドを用いて構築されている例
千葉市のサービスだが、URLをみるとパブリッククラウドであることがわかる
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子育てポータルのテンプレートを提供するサービス



Page 12 Copyright 2016, The  Association for Promotion of Public Local Information and Communication

川口市が子育てポータルとして採用した例
URLをみると外部サービスを利用していることがわかる
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横浜市が子育てポータルとして採用した例
同じサービスを利用しているので基本構造は川口市と同様になっている
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電子母子手帳サービスもクラウド活用
スマートフォンアプリなども柔軟に対応している
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FAQサービスにAIを活用した例、表示順を最適化
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出典：ASCII.jp http://ascii.jp/elem/000/001/037/1037299/

顧客対応へのAI活用は実用段階に入っている
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全ての自治体が積極活用できるのか？

現状： 自前主義
すべて自前で準備。自力調達可能な機能範囲でサービスデザイン
柔軟性にかけ、非近代的なサービスモデル

対策： 自前主義からの脱却
パブリッククラウド活用を筆頭に、多様な手段を選択可能に
ネットワーク社会に対応したクラウドファーストなサービスモデル

課題： 住民データをパブリッククラウドで処理してよい？
民間との相乗りになるパブリッククラウドで住民情報を処理してよいのか
パブリッククラウド活用のためのルール作りが必要
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クラウドプロジェクトチームの設立

富山県
奈良県
宮崎県
北九州市
埼玉県小鹿野町
千葉県松戸市
東京都八王子市
長野県塩尻市
岡山県玉野市
高知県南国市
会津大学
奈良先端科学技術大学院大学
日本教育情報化振興会
五番町法律事務所

(株)日立製作所
富士通(株)
日本電気(株)
NTTコミュニケーションズ
(株)NTTデータ
ＩＴｂｏｏｋ(株)
(株)アイネス
(株)RKKコンピューターサービス
アルプ(株)
(株)インフォマティクス
ESRIジャパン(株)
北日本コンピューターサービス（株）
国際航業(株)
(株)シーイーシー

(株)システムディ
Gcomホールディングス(株)
(株)ジーシーシー
(株)ＪＭＣ
(株)セールスフォース・ドットコム
(株)ＴＫＣ
(株)パスコ
(株)ＢＳＮアイネット
富士ゼロックスシステムサービス(株)
日本オラクル(株)
日本コンサルタントグループ
日本マイクロソフト(株)
ネットワンシステムズ(株)
(株)両備システムズ

住民サービスの一層の高度化のため、新しいサービス像を描く
必要があります。そこでは従来からある法定業務だけでなく、これ
から期待される医療（電子母子手帳など）や防災（G空間との連
携やLアラートとの連携など）、さらにはテレワークなどの新しい
社会像との融合が必要です・・・
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行政システム高度化
アーキテクチャ

 連携データ標準
 プライバシー対応ルール
 サービスの技術要件 etc.

連携

連携

パブリッククラウドで展開されるサービス

電
子
母
子
手
帳

防
災
対
策

高
齢
者
・

子
供
見
守
り

地域情報プラットフォーム
で標準化された業務

パブリッククラウドと
基幹系業務が連携
するには新たな
ルールが必要
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【参考】クラウドプロジェクトチームの検討状況

6月28日に第一回を実施、現在まで三回開催
パブリッククラウド活用にむけたコンセプトを整理

今後、具体的なユースケースにもとづき議論を進める

どんなサービスが求められているのか？
どんなデータが必要なのか？
どんなデータがあるのか？（地域情報プラットフォーム）

どんな技術が必要なのか？
データは加工すべきなのか？
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